
 

 

 

広島県教育支援体制整備事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子供を安心して育てることができる体制の整備を促進するため、教

育支援体制の整備事業に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するも

のとし、その交付に関しては、広島県補助金等交付規則（昭和48年広島県規則第91号。

以下「規則」という。）、教育支援体制整備事業費交付金（認定こども園設置促進事業）

交付要綱（平成27年５月21日付け文部科学大臣裁定（最終改正を反映したもの。））及

び教育支援体制整備事業費交付金（認定こども園設置促進事業）実施要領（平成27年５

月21日付け初等中等教育局長裁定（最終改正を反映したもの。））に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助の対象となる事業等） 

第２条 補助の対象となる事業、補助の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）

及び補助率は、別紙１から別紙３までに掲げるとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとする。 

 

 （交付の申請） 

第３条 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は別記様式第１号のとお

りとし、提出部数は１部とする。 

２ 補助金の交付の申請をしようとする者は、別に定める日までに、知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

 （交付の条件） 

第４条 規則第５条第１項の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

（１）補助事業経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）及び補助事業の内容の変更（軽微

な変更を除く。）する場合においては、別記様式第２号により知事の承認を受けること。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第３号により知事の承

認を受けること。 

２ 規則第５条第３項の規定により付する条件は次のとおりとする。 

（１）補助事業により取得した設備には、補助対象の年度及び補助により取得した旨の表

示をしておくべきこと。 

（２）その他交付の決定の際必要に応じて定めるもの 

３ 第１項第１号の規定により、軽微な変更として処理できる範囲は、交付される補助金

額に変更をきたすことなく、かつ、次の各号に掲げる変更に該当する場合とする。 

（１）同一品目で規格の変更 

（２）部品又は付属品の変更 

（３）製造業者又は納入業者の変更 

 

 



 

 

（申請の取下げ） 

第５条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期間は、規則第

６条の通知を受領した日から起算して10日以内とする。 

 

（状況報告） 

第６条 補助事業者は、知事が指示する場合には、補助事業の遂行状況について、別記様

式第４号による事業遂行状況報告書により、知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了した日若しくは廃止の承認を受

けた日から 30 日を経過した日又は補助金の交付の決定に係る県の会計年度が終了した

日のいずれか早い日までに、別記様式第５号による実績報告書１部を知事に提出しなけ

ればならない。 

 

（補助金の交付等） 

第８条 補助金は、精算払により支払う。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の減額） 

第９条 補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでな

いものであって、補助金の額の確定時において当該消費税等仕入控除税額が明らかな場

合には、規則第 13 条の額の確定において当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減

額するものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第 10 条 補助事業者は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除

税額が明らかでないものであって、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によ

り当該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税等仕入控除税額確定

報告書（別記様式第６号）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告書の提出があった場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当す

る額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

 （財産の管理、処分） 

第11条 規則第22条ただし書の規定による知事が定める期間並びに同条第２号及び第３

号の規定により知事が定める財産は、「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は

効用の増加した財産のうち処分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は効用

の増加した財産の処分制限期間を定める件（平成14年３月25日文部科学省告示第53

号）」を準用する。 

２ 補助事業により取得し、又は効用の増加した前項の財産を前項に規定する期間内に処

分しようとするときは、あらかじめ知事の承認を得なければならない。 

３ 知事は、前項の承認に係る財産を補助事業者が処分したことにより当該補助事業者に

収入があったときは、その収入の全部又は一部を県に納付させるものとする。 

 



 

 

 （帳簿等の保存期間） 

第12条 規則第21条の規定による帳簿及び書類を保存しなければならない期間は、補助

事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間（第９条に規定する財産がある場合

にあっては、同条に定める期間）保存しなければならない。 

 

 （実施規定） 

第13条 規則及びこの要綱に定めのない事項は、その都度知事が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成27年８月26日から施行し、平成27年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成29年８月23日から施行し、平成29年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年８月７日から施行し、令和２年度分の補助金として、令和２年４月

１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月26日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月10日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月11日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 別紙１（第２条関係） 

 

幼児教育の質の向上のための緊急環境整備 

 

１ 目的 

  幼児教育の質の向上のため環境の緊急整備を行うことにより、質の高い環境で、子供

を安心して育てることができる体制を整備することを目的とする。 

 

２ 内容 

（１）内容 

   ①遊具等環境整備施設（事業年度内に認可、認定を受け、翌年度開設するものを含

む。）における遊具・運動用具・教具・保健衛生用品等の設備整備 

②新型コロナウイルス感染症対策を実施するために必要となる保健衛生用品（子供

用マスク、消毒液等）や備品の購入等及び新型コロナウイルス感染症対策を徹底

するために必要なかかり増し経費への対応 

 

（２）補助事業者 

   ①学校法人又は社会福祉法人（幼保連携型認定こども園を設置する場合に限る。） 

   ②幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。②について以下同じ。）の設置者 

 

３ 補助基準額・補助率 

（１）補助基準額 

   ①遊具等環境整備      １施設当たり2，000千円を上限とする。 

   ②保健衛生用品等の購入等及びかかり増し経費  

   （認可定員 19 人以下の施設）   １施設当たり 300 千円を上限とする。 

（認可定員 20 人以上 59 人以下の施設）１施設当たり 400 千円を上限とする。 

     （認可定員 60 人以上の施設）     １施設当たり 500 千円を上限とする。 

 

（２）補助率 

   ①遊具等環境整備 

ア 幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定こども園  １／２以内 

    イ 上記以外の幼稚園  １／３以内 

②保健衛生用品等の購入等及びかかり増し経費          １０／１０ 

      

４ 補助対象経費 

  ①遊具・運動用具・教具・保健衛生用品等の教育の質の向上に必要な設備整備に要す

る経費（短期間のうちに消耗する物品や個人の所要に係る物品を除く。） 

  ②新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、幼稚園の設置者による感染防

止用の備品等の購入に要する経費、並びに、幼稚園の消毒に必要となる経費 

また、幼稚園が新型コロナウイルス感染症対策の取組を徹底することに伴う業務量

の増への対応に必要なかかり増し経費（人件費（ただし、預かり保育を実施したこ

とにかかる経費に限る）、旅費、需用費、通信費、リース料、研修参加費等） 



 

 

ただし、令和４年度補正予算（第２号）については、前述の経費のうち新型コロナ

ウイルスの感染者や濃厚接触者が発生した幼稚園が、感染症対策の徹底を図りなが

ら保育を継続するために必要となる経費に限る。 

 

５ 留意事項 

・ 対象経費に係る設備整備については、大規模な工事を伴わないものとする。 

・ 「①遊具等環境整備施設における遊具・運動用具・教具・保健衛生用品等の設備

整備」については、交付決定年度に幼稚園で、交付決定年度の翌年度から幼保連携

型認定こども園又は幼稚園型認定こども園に移行する場合、補助率を１／２以内と

する。 

 

  



 

 

別紙２（第２条関係） 

 

認定こども園等への円滑な移行のための準備支援 

 

１ 目的 

  認定こども園等への移行に係る事務負担を軽減するための費用の一部を補助すること

により、子ども・子育て支援新制度の円滑な実施を図ることを目的とする。 

 

２ 内容 

（１）内容 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18年法律第77号）第３条及び第17条で定める認定こども園の認可・認定又は子ど

も・子育て支援法（平成24年８月22日法律第65号）第27条に定める施設型給付費

の支給に係る施設としての確認等（以下、「認定こども園の認可等」という。）、私立

幼稚園が子ども・子育て支援新制度に移行する際に都道府県又は市町に行う申請作業

等について、事務職員等を雇用する場合に係る費用等を補助する。 

（２）補助事業者 

   学校法人（認定こども園の認可等を受けていない施設を有する法人に限る。） 

 

３ 補助基準額・補助率 

（１）補助基準額 

   １施設当たり1，600千円を上限とする。 

（２）補助率 

   １／２以内 

 

４ 補助対象経費 

  認定こども園の認可等に係る申請書作成等の業務を行うために雇用した事務職員等の

雇上費及び当該業務に係る外部への委託費等 

 

５ 留意事項 

・ 原則として、交付決定をした年度内に認定こども園の認可等を受けない場合は、

補助条件違反として補助金を返還すること。 

・ 本事業の対象となる業務と他の業務を併せて行う者を雇用する場合は、本事業の

対象経費を算出するため、雇用契約の内容、業務日誌等により本事業の対象となる

部分が分かるようにすること。 

・ 当該業務と他の業務を併せて外部の業者等へ委託する場合は、委託内容等で当該

業務に係る部分が明確に分かるようにすること。 

・ 既に、子ども・子育て支援新制度に移行している私立幼稚園は対象とならない。 

 

 

 

 



 

 

別紙３（第２条関係） 

 

園務改善のためのICT化支援 

 

１ 目的 

幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。以下同じ。）における園務を改善するため、

ICT環境の整備を促進し、教職員の事務負担の軽減や教育の質の向上を図ることを目的

とする。 

 

２ 内容 

（１）内容 

   幼稚園における教職員の業務負担軽減のため、指導要録等の書類作成業務や園児の

登降園管理、保護者との連絡、預かり保育、幼児教育・保育の無償化に係る事務等の

業務のICT化を促進するとともに、オンラインによる教員研修や保育参観、体験・交

流活動の実施、保育動画の配信等、ICTの活用による教育の質の向上を図るために必

要な費用の補助を行う。 

（２）補助事業者 

   学校法人 

（３）対象施設 

   幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。） 

 

３ 補助基準額・補助率 

（１）補助基準額 

   １施設当たり1，000千円を上限とする。 

（２）補助率 

   ３／４以内 

 

４ 補助対象経費 

  園務改善に資するICT化に必要な情報システムの導入経費、改修費、リース料、保守

費、端末設置や通信環境整備にかかる工事費、通信費等。 

  また、園務改善に資するICT化に当たり最低限必要となるパソコン等の備品、附属品

や消耗品の購入費も対象とする。 

令和５年度実施分については、パソコン・タブレット等の備品のみの購入も対象と

するが、具体的な使用目的を定めた上で申請すること。 

 

５ 留意事項 

・ 園務改善のために導入する支援システムに搭載する機能は、単に業務の簡略化を

図るだけのものではなく、幼稚園教諭や事務職員、保護者等にとって、必要な情報

等が具体的に把握でき、管理・共有しやすい仕組みとなっているなど、教育の質の

向上にも配慮されているものでなければならない。 

・ ICT化に当たり必要となるパソコン・タブレット等の備品は、具体的な使用目的や

必要性があり、教育の質の向上に資するものでなければならない。 



 

 

・対象経費については、当該申請年度に係る経費とし、リース料や保守費等について

は、原則単年度の契約とすること。（複数年契約をせざるを得ない場合については、

按分を行って当該申請年度に係る経費を算出するなど適切に対象経費を算出するこ

と。） 

・すでに導入しているシステムや端末等の保守費、リース料、通信費等については対

象とならない。 

・通信環境の整備については、大規模な施設の改修工事を伴わないものとする。 


